




行政財産
行政財産は国が自らの行政上の目的のために所有している財産であり、各財

産を所管している各省各庁（衆議院、参議院、最高裁判所などを含む）が維持
管理等を行っています。行政財産を売却することは、国有財産法において禁止
されています。

なお、行政上の目的に用いられなくなった行政財産は、普通財産となり、財
務大臣に引き継がれます。

普通財産
普通財産は行政財産を除いた一切の国有財産のことで、具体的には、庁舎の

跡地などの未利用国有地、独立行政法人への出資財産などがあります。普通財
産は財務大臣が一括して維持管理や売却などを行うこととされています。

国や地方公共団体等が利用しない財産は原則として売却していますが、有用
性が高く希少な土地について、売却せずに国が所有権を留保したうえでの活用
を図っています（留保財産。第２章07参照）。

なお、庁舎の建設用地となるなど行政上の目的に利用する必要が生じた場合
には、行政財産となり、各省各庁の所管に移管されることとなります。
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